
　職員がその能力を発揮し、仕事と生活の調和を図り働きやすい雇用環境整備を行うため、次のように

行動計画を策定する。

1 　計画期間　　　令和８年１１月１日から令和１１年１０月３１日までの　３年間

2 　内容

目標：育児休業を取得しやすく、職場復帰しやすい環境の整備・制度の周知

《対策》

● 法に基づく諸制度の調査、規程の整備

● 制度の周知、情報の提供、相談体制の整備

目標：職員の育児休業の取得率を８０％以上の水準とする。

《対策》

● 各課における休業者の業務カバー体制の検討（業務の縮小、効率化・省力化、業務体制の見直し

　複数担当者制など）の変更等）し、その結果を踏まえて対応を行う

目標：年次有給休暇の取得日数を１人当たり平均年間１０日以上とする。

《対策》

● 年次有給休暇の取得状況を把握する

● 各課において年次有給休暇の取得計画を策定する

一般事業主行動計画


